
様式第１号の２（第５条関係） （国立学校・県外公立学校用）

　　　　年　　　　月　　　　日

佐賀県知事　様

科

学科

課程

佐賀県高校生等奨学給付金支給申請書

　私は、佐賀県高校生等奨学給付金の支給を受けたいので、裏面の留意事項を承諾の上、
佐賀県高校生等奨学給付金支給要綱第５条の規定により、関係書類を添えて申請します。

フリガナ

住
 

所

〒　　　　　－　　　　　　 電話番号（　　　　　　）　　 －

申請者
（保護者等）

　

（高校生等との関係：　　　　　　　　　　　　　　　　）

対
象
と
な
る
高
校
生
等

フリガナ 生年月日 入学年月

氏名 年　　　月　　　日　　　

　　年　　　月

第　　　学年入学

学
校
名

　　年　　　組
通信制以外

・
通信制

 学校所在地 　 国立　　・　　公立

過去の高等学校
等における
在学期間

学校名
　　　　年　　月　　日～
　　　　年　　月　　日

学校種類　・　課程　・　学科 在学中の給付金支給回数

学校名
　　　　年　　月　　日～
　　　　年　　月　　日

学校種類　・　課程　・　学科 在学中の給付金支給回数

学校名
　　　　年　　月　　日～
　　　　年　　月　　日

学校種類　・　課程　・　学科 在学中の給付金支給回数

（
父
母
等
生
計
維
持
者

）

保
　
護
　
者
　
等

続柄 氏 名
道府県民税・市町村民税

所得割額の課税状況

（フリガナ）
※県記入欄

□　　非課税

（フリガナ）
※県記入欄

□　　非課税

生活保護費の
受給状況

私は、基準日（ 　　　　　年 　　月　　日）現在、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３６条に規定による
生活保護（生業扶助）を

　　　　　　　受給していません　　・　　受給しています

　　　　（注）生活保護（生業扶助）を受けていない方は「受給していません」を、
　　　　　　　生活保護（生業扶助）を受けている方は「受給しています」を○で囲んでください。



【保護者等の収入の状況について】（該当する□にレ印を付けてください。）

（２）次の者の個人番号カードの写し等または課税証明書等を提出します。

※県記入欄

【留意事項】
・過去に国公私立を問わず高等学校等（修業年限が３年未満のものを除く。）を卒業し又は修了したことがある場合には、
　佐賀県高校生等奨学給付金の受給資格はありません。

・対象となる高校生等が、児童福祉法による児童入所施設措置費（見学旅行費又は特別育成費（母子生活支援施設の高
　校生等を除く））の支弁対象である場合には、佐賀県高校生等奨学給付金の受給資格はありません。

・兄妹が同じ学校に在学している場合も、それぞれ別々に申請が必要です。

・対象となる高校生１人につき、１つの都道府県へ申請することになります。佐賀県以外の都道府県へ申請している場合
　には、佐賀県への申請はできません。

・家計急変で申請後、年収見込額に変更があった場合は申し出ること。

・偽りその他不正の手段による申請により支給決定を受けたときは，支給された給付金の全額について即時返還すること
　になります。

・上記と併せて、返還期日の翌日から返還の日までの期間について年率１０．９５パーセントの違約金が課せられます。

・その他、不利益が生じるおそれがありますので基準日現在の内容について正しく記入願います。

（１）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３６条の規定による生業扶助（高等学校等就学費）を受給していることが分かる
　　証明書を提出します。

□ 生業扶助（高等学校等就学費）を受給していることが分かる証明書

① □ 親権者（両親）２名分

② □

親権者１名分
（親権者が、一時的に親権を行う児童相談所長、児童福祉施設の長である場合は、その者を除く。）

・離婚、死別等により親権者が１人の場合、
・親権者が存在するものの、家庭の事情によりやむを得ず、親権者の１人の課税証明書等を提出できない場合　等

③ □

未成年後見人（　　　）名分
　親権者が存在せず、未成年後見人が選任されている場合（未成年後見人が複数選任されている場合は、全員分）
（未成年後見人が、法人である場合又は財産に関する権限のみを行使すべきこととされている者である場合は、その者を除
く。）

④ □
生徒の生計をその収入により維持している者（以下「主たる生計維持者」という）（両親等）２名分
　生徒が在学中に成人した場合で、成人する直前の未成年の時点から申請の時点まで生計を維持する者に変更がない場合

⑤ □
主たる生計維持者１名分
・親権者又は未成年後見人が存在しない場合、
・成人に達しているが主たる生計維持者が存在する場合　等

⑥ □
生徒本人
　親権者、未成年後見人又は主たる生計維持者のいずれも存在しない場合

県認定欄

①学校設置者の別 国 　公 　立　□　　・　　私   　　　立　□ 支給額

②通信制とそれ以外の別 通信制以外　□　　・　　通 　信 　制　□

③生活保護受給関係 受 給 世 帯　□　　・　　非受給世帯　□



様式第１号の２（第５条関係） （国立学校・県外公立学校用）

２０２５　年　１０　月　２５　日

佐賀県知事　様

科
学科
課程

〒８４０－１２✕✕　　 電話番号（０９５２）１２ －３４✕✕

申請者
（保護者等）

佐賀　太郎 佐賀市城内一丁目１番５９号
（高校生等との関係：　父　　　　　）

対
象
と
な
る
高
校
生
等

フリガナ

氏名

学
校
名

○○県立○○○高等学校

佐賀県高校生等奨学給付金支給申請書

　私は、佐賀県高校生等奨学給付金の支給を受けたいので、裏面の留意事項を承諾の上、
佐賀県高校生等奨学給付金支給要綱第５条の規定により、関係書類を添えて申請します。

フリガナ サ　ガ　　タロウ

住
 

所

普通 　1　年　1　組

通信制以外
・

通信制

 学校所在地 ○○県○○市○○△△△△番地 国立　　・　　公立　　・　私立

過去の高等学
校等における

在学期間

学校名 　　　　年　　月　　日～
　　　　年　　月　　日

学校種類　・　課程　・　学科 在学中の給付金支給回数

学校名 　　　　年　　月　　日～
　　　　年　　月　　日

学校種類　・　課程　・　学科 在学中の給付金支給回数

学校名 　　　　年　　月　　日～
　　　　年　　月　　日

学校種類　・　課程　・　学科 在学中の給付金支給回数

（
父

母

等

生

計

維

持

者

）

保
　
護
　
者
　
等

続柄 氏 名
道府県民税・市町村民税

所得割額の課税状況

父
（フリガナ）　　　　サ　ガ　　　　　タ　ロ　ウ

                     　佐賀　太郎
※県記入欄

□　　非課税

母
（フリガナ）　　　　サ　ガ　　　　　ハ　ナ　コ

                       佐賀　花子
※県記入欄

□　　非課税

生活保護
費の

受給状況

私は、基準日（　　　　年　　月　　日）現在、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３６条に規定による
生活保護（生業扶助）を

　　　　　　　受給していません　　・　　受給しています

　　　　（注）生活保護（生業扶助）を受けていない方は「受給していません」を、
　　　　　　　生活保護（生業扶助）を受けている方は「受給しています」を○で囲んでください。

サ　ガ　　ナツコ 生年月日 入学年月

佐賀　夏子 2009　年　７ 月　１ 日
2025　年　　4　月

第　１　学年入学

③

④

①
②

① 書類に記入した日付をご記入ください。

② 裏面の留意事項を必ずご確認ください。

③ 申請者（保護者等）が単身赴任の場合は、生活の本拠としている住所としてください。

④ 対象となる生徒等の状況について記入してください。

⑥ 保護者等は原則として親権者となります。親権者がいない場合は未成年後

見人、主たる生計維持者、生徒本人の順となります。

（主たる生計維持者でない祖父母、扶養されていない兄・姉は不要です。）

⑦生活保護（生業扶助）の受給状況について該当するものに○をしてください。

受給している場合は、生活保護受給証明書写しを提出してください。（２０２５年度課税

（非課税）証明書の提出は不要です。）

※基準日は、家計急変の発生した日を記載してください。

⑤過去に高等学校等に在学していたことがある場合に、記入してください。

学校種類・課程・学科の欄には、以下のいずれかを記入してください。

「高等学校（全日制）」、「高等学校（定時制）」，「高等学校（通信制）」、「中等教育学校（後

期課程）」、「特別支援学校（高等部）」、「高等専門学校（１～３学年）」、「専修学校（高等

課程）昼間学科」、「専修学校（一般課程）昼間学科」、「専修学校（高等課程）夜間等学

科」、「専修学校（一般課程）夜間等学科」、「専修学校（高等課程）通信制学科」、
「専修学校（一般課程）通信制学科」、「各種学校（外国人学校）」、「各種学校（その他）」

⑤

⑥

⑦



【保護者等の収入の状況について】（該当する□にレ印を付けてください。）

（２）次の者の個人番号カードの写し等または課税証明書等を提出します。

※県記入欄

県認定欄

③生活保護受給関係 受 給 世 帯　□　　・　　非受給世帯　□

【留意事項】
・過去に国公私立を問わず高等学校等（修業年限が３年未満のものを除く。）を卒業し又は修了したことがある場合には、
　佐賀県高校生等奨学給付金の受給資格はありません。

・対象となる高校生等が、児童福祉法による児童入所施設措置費（見学旅行費又は特別育成費（母子生活支援施設の高
　校生等を除く））の支弁対象である場合には、佐賀県高校生等奨学給付金の受給資格はありません。

・兄妹が同じ学校に在学している場合も、それぞれ別々に申請が必要です。

・対象となる高校生１人につき、１つの都道府県へ申請することになります。佐賀県以外の都道府県へ申請している場合
　には、佐賀県への申請はできません。

・家計急変で申請後、年収見込額に変更があった場合は申し出ること。

・偽りその他不正の手段による申請により支給決定を受けたときは，支給された給付金の全額について即時返還すること
　になります。

・上記と併せて、返還期日の翌日から返還の日までの期間について年率１０．９５パーセントの違約金が課せられます。

・その他、不利益が生じるおそれがありますので基準日現在の内容について正しく記入願います。

（１）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３６条の規定による生業扶助（高等学校等就学費）を受給していることが分かる
　　証明書を提出します。

□ 生業扶助（高等学校等就学費）を受給していることが分かる証明書

① □ 親権者（両親）２名分

② □

親権者１名分
（親権者が、一時的に親権を行う児童相談所長、児童福祉施設の長である場合は、その者を除く。）

・離婚、死別等により親権者が１人の場合、
・親権者が存在するものの、家庭の事情によりやむを得ず、親権者の１人の課税証明書等を提出できない場合　等

③ □

未成年後見人（　　　）名分
　親権者が存在せず、未成年後見人が選任されている場合（未成年後見人が複数選任されている場合は、全員分）
（未成年後見人が、法人である場合又は財産に関する権限のみを行使すべきこととされている者である場合は、その者
を除く。）

④ □
生徒の生計をその収入により維持している者（以下「主たる生計維持者」という）（両親等）２名分
　生徒が在学中に成人した場合で、成人する直前の未成年の時点から申請の時点まで生計を維持する者に変更がない
場合

⑤ □
主たる生計維持者１名分
・親権者又は未成年後見人が存在しない場合、
・成人に達しているが主たる生計維持者が存在する場合　等

⑥ □
生徒本人
　親権者、未成年後見人又は主たる生計維持者のいずれも存在しない場合

①学校設置者の別 国 　公 　立　□　　・　　私   　　　立　□ 支給額

②通信制とそれ以外の別 通信制以外　□　　・　　通 　信 　制　□

 

申請記入上の注意

保護者とは，親権を行う者（親権を行う者のないときは、未成年後見人）をいい、次の①～⑤は除きます。

① 児童福祉法第33条の2第1項，第33条の8第2項又は第47条第2項の規定により親権を行う児童相談
所長

② 児童福祉法第47条第1項の規定により親権を行う児童福祉施設の長
③ 法人である未成年後見人
④ 民法第857条の2第2項に規定する財産に関する権限のみを行使すべきこととされた未成年後見人

⑤ その他生徒の就学に要する経費の負担を求めることが困難と認められる保護者



　　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３６条の規定による

　　生業扶助（高等学校等就学費）受給状況証明書

　　　年　　　月　　　日

福祉事務所長 印

※　いずれかに○を記入

世帯主氏名 住　所

世帯員氏名

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

証明書の使用目的

　高校生等奨学給付金の受給手続きのため

備　　考

※　既存の「生活保護受給証明書」により、「生業扶助の措置状況」が確認できる
　場合は、代用することができます。

　　　　年　　月　　日

保護開始日

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

氏　　　　名 続柄

　次の世帯が、　　　　年　月　日現在、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第
３６条の規定による「生業扶助（高等学校等就学費）」の受給状況はこのとおりである
ことを証明する。

　　　　年　　月　　日

「生業扶助（高等学校等就学費）」を受給している

「生業扶助（高等学校等就学費）」を受給していない

生　年　月　日

　　　　年　　月　　日



様式第３号（第５条関係） （奨学給付金用）

第 　　　　　号

氏 名

　　 　　年 　　月　　 日生

１ 入学年月日　　　 　　　　 年　　 月　　 日 第　　 学年入学

２ 高等学校等就学支援金・高等学校等学び直し支援金の支給を

　　　　　　　　受ける資格を有する者に □ 該 当 ・ □ 非該当

　　　高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成 22 年法律第 18 号）第３条及び

　　　高等学校等修学支援事業費補助金（学び直しへの支援）交付要綱第３条の規定

　　　　 年　　 月　　 日

学  校  名

学校長氏名 印

　上の者は本校 　　　　　　　課程　　　　　　　 科 　第　　　 学年

に　　　年　　月　日現在、在学中であること及び次の事項について証明

する。

在　学　証　明　書



様式第１号（第５条関係）

　　年　　月　　日

　佐賀県知事　様

〒

〒 続柄

〒 続柄

〒 続柄

〒 続柄

〒 続柄

※扶養者から見た被扶養者の続柄を記入してください。

住　　所

ふりがな

氏　　名

住　　所

ふりがな

氏　　名

住　　所

ふりがな

氏　　名

住　　所

ふりがな

氏　　名

住　　所

ふりがな

氏　　名

扶養誓約書

扶養者住所

ふりがな

扶養者氏名

私と下記の者は、健康保険法等における扶養者と被扶養者の関係と同等の関係にあることを誓約します。

【被扶養者の住所・氏名】



様式第２号（第７条関係） （国立学校・県外公立学校用）

佐賀県知事　様

私に支給される「佐賀県高校生等奨学給付金」については、下記の口座へ振り込み願います。

　　　　年　　　　月　　　　日

年 組

記

次の申請者本人の普通預金口座を指定します。

＜記入上の注意点＞

1 太枠内 の該当項目、又は変更する項目について記入してください。

2 　口座番号が６ケタ以下の場合は、前に「０」をつけて７ケタでご記入ください。

3 　振込口座は、申請者本人の普通預金口座に限ります。（貯蓄預金・定期預金は登録できません。）

名

コード

銀行番号 店　番　号
普通
預金

( 保 護 者 等 )

　（次の欄に記入のうえ裏面に通帳の「表紙の裏面」の写しを貼付してください。）

振
込
口
座

口　座　名　義　（漢字） 口　　　座　　　名　　　義　　（　カ　　ナ　）

金融 支
店
名

預　金
種　目

口　座　番　号機関

債権者番号

口　座　振　替　依　頼　書

学 校 名

対 象 高 校 生 等

氏 名

申 請 者 氏 名



＜通帳の写＞

　　　　　＊通帳の「表紙の裏面」の写しをのりで貼り付けてください。
　
　
　　　　　＊「ゆうちょ銀行」は通帳の表紙の裏面,
　　　　　　　「預金者名」、
　　　　　　　「・・・・他金融機関からの振込の受取口座として利用する際は，
　　　　　　　次の内容をご指定ください。
　　　　　　　【店名】　　　　【店番】　　　　【預金種目】　　　　【口座番号】　　　　」
　　　　　　などが記載されている部分を貼り付けてください。
　　　　　　　通帳に記載がない場合は，郵便局に持参して印字してもらい，その後
　　　　　　印字されたページの写しを貼り付けてください。
　
　
　　　　　※「貯蓄（積立）預金」，「定期預金」は登録できません。



様式第４号（別紙２関係）

　　年　　月　　日

佐賀県知事　様

申請者

１．家計急変の理由

２．家族構成（扶養親族）

世帯
生徒との

続柄
年齢

寡夫・寡婦
該当する
ときは○

生徒
本人

３．添付書類（提出する書類にチェックR）

ア □　扶養誓約書、扶養親族の記載が省略されていない課税証明書など

□　離職票、雇用保険受給資格者証、解雇通告書、破産宣告通知書、廃業等届出など、
　　家計急変の発生を証明する書類

　または

□　会社作成の給与見込証明書など、家計急変前１か月及び家計急変後１年間の収入見込額を
　　証明する書類

※上記イの書類がない場合は、家計急変前１か月及び家計急変後３か月の給与支給明細書、売上を示す書類
　などを添付し、下表に記入してください。

平均額 年収見込額

②　　　年　　月分 ④＝(①＋②＋③)÷３ ④×１２

円 円 円

円 円 円

円

円 円

合計

イ

生徒との
続柄

家計急変後３か月の給与月額または所得額

①　　　年　　月分 ③　　　年　　月分

円 円

家 計 状 況 申 立 書

氏名 備考（学校名・会社名等）

生
徒
と
生
計
を
同
じ
く
す
る
者



＜所得割合算額が非課税相当の世帯の例＞

７人世帯 4,140,000円未満

８人世帯 4,576,000円未満

４人世帯 2,716,000円未満

５人世帯 3,216,000円未満

６人世帯 3,700,000円未満

世帯構成 年収見込

３人世帯 2,216,000円未満


